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本稿は,研究開発人材のキャリア開発に関する既存の理論と現状の整合性の検討を行った。特に製

薬産業における研究開発者のキャリア開発施策において着目すべきことを、医薬品の研究開発プロ

セスを見ることで明らかにした。その結果、産業の特性をみることの重要性を提示した。 
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Ⅰ．はじめに 

多くの企業にとって創造性を高めること、あるいはイノベーションを促進することの重要性は

増してきている。これは、研究開発人材の重要性が増してきているということでもあり、研究開

発人材の処遇が重要な課題となっていることを意味している。 

本稿は、研究開発人材のキャリア開発に関する既存の理論と現状との整合性の検討を行うこと

を目的とする。その上で、特に製薬産業における研究開発者のキャリア開発施策において着目す

べきことを明らかにする。まず、研究開発者のキャリア開発に関する既存の理論についてレビュー

を行う。その上で、人事施策上の含意について考察を加える。 

 

Ⅱ．研究開発人材のキャリア論の整理 

１．複線型人事制度 

 従来的には、研究開発人材のキャリア開発、あるいはキャリア・ルートは、組織の階層を上っ

ていくモデルが想定されていた。ここでは組織の階層を上る過程で、権限や給与の向上が想定さ

れる。この文脈では、マネジメント能力の向上が、キャリア開発において最重要視されている。

現在も多くの企業ではこうした認識がされており、組織的な階層を上ることと高度な専門知識は

必ずしも伴わない現状がある。しかしながら、組織の階層を上ることが、研究開発人材のふさわ

しい処遇なのかについては従来からも問題視されてきている。マネジメント能力を発揮する地位

につくことは、研究開発人材にとってはそれまでの職務からの変遷を意味し、これがコンフリク 
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トを引き起こすとの指摘がされていたのである。そうした研究開発人材の処遇の解決策として、

最も初期の段階からあるのが専門職制度の導入である。これは複線型人事制度(dual ladder)とも呼

ばれる。複線型人事制度を図 1 として示す。複線型人事制度は、研究開発を行う多くの企業で採

用されているが、事務職での採用も広がっているとされる。平成１４年雇用管理調査(厚生労働省)

では、従業員 5000 人以上の企業の 50.7%に専門職制度があり、その理由(２つまでの複数回答)と

して最も多かったのは、「生産、販売等の各分野に個々の労働者をスペシャリスト化して、その能

力の有効発揮を図るため」(52.0％)であり、次いで「高度な企画力、研究開発力を有する専門家の

確保を図るため(51.4％)」であった。 

 

 
図１．研究開発職の複線型人事制度 

 

原口(2003)1)は、複線型人事制度がさまざまな目的に利用されてきたことを以下の 3 つに分類し

て指摘している。一つ目は、ポスト不足現象への対応である。これは従業員に提供できる管理職

ポストが不足していることへの企業の対応である。管理職になることができない従業員の処遇と

捉えられる。二つ目は、プロフェッショナリゼーションへの進展である。三つ目が、キャリア志

向の変化である。それぞれが企業の多様性への対応として行われている施策であることを示して

いる。ところが、これは後述の複線型人事制度への批判ともつながる。 

 複線型人事制度はその初動の段階から問題点が指摘されており 2)、コスモポリタン－ローカル

という想定で組み立てることへの疑念は多い 3)。さらに、研究開発人材と組織のコンフリクトと

は、単にプロフェッショナルとしての自律性と企業からの官僚的統制との単純な関係として記述
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することはできないものであり、研究開発所の職務の複雑化と役割の多様化がその原因としてあ

げられる(Bailyn, 1991)4)。この指摘は、特にキャリア開発を視点においた場合に有効であろう。太

田(1993)5)は、官僚制はプロフェッショナルとは必ずしも対立的なものではないとし、調和の可能

性も見出しており、単なる対立以上の複雑さを示している。 

複線型人事制度への批判は、管理職ラダーと専門職ラダーのそれぞれが対等な関係ではないこ

とや、ポスト不足への対応のためといった、必ずしも専門職人材のキャリア開発と関連しない施

策が行われていることへの疑念が含まれている。こうした批判の原因は、総じてキャリア・ルー

トを専門職ラダーと管理職ラダーの 2 つに集約することの困難さへと帰結される。よって専門

職・管理職の二つのみではなく、より多くのキャリア・ルートを想定することが求められてきた。 

以下では、Bailyn(1991)による 4 つのキャリア・ルートの解説をした後で、製薬企業の研究開発

人材のキャリア・ルートへのインプリケーションを記述する。 

 

２．キャリア・ルート 

以下では Bailyn(1991)による 4 つのキャリア・ルートの提案をとりあげて、解説を行う。ここ

では、多重性を示すために 4 つに分類されている。 

その提案によれば、一つ目は管理職ルート(Managerial route)である。高い報酬と名声が与えら

れ、専門的な職務への影響力を持つことができるためにこれがもっとも優位なキャリア・ルート

である。しかしながら、管理職ルートは研究職としての矛盾を抱えており、管理職としての職務

遂行の裏返しとして、彼らが責任を持つはずのプロジェクトの技術的な側面との関与は低くなる

ことを意味している。管理職になるということは、職務のシフトが起きると捉えられるからであ

る。さらに、ここでのシフトに関連して議論されることで、研究開発人材には管理職ルートを進

むためにすぐれた業績を上げることを求められるが、これは管理職になった後で求められる能力

とは別のものであるとの指摘がある(Gratton, 1987)6)。 

二つ目は専門職ルート(Technical route)である。専門職ルートにおいて昇進していくことは、必

ずしも組織的な影響力を持つには至らない。 

三つ目はプロジェクト雇用ルート(From project to project)である。これは企業によって体系立て

られたキャリア・ルートではない。 

四つ目は技術移転ルート(Technical transfer route)である。企業から企業へと技術の伝達は、組織

のバウンダリーを超えたキャリアの移動であることを意味する。これも前者と同様に、体系立て

られた明確なキャリア・パスはない。 

後者二つは、同一の会社内のみしか想定するわけではないキャリア(Boudaryless career)としてみ

ることができる。 

 研究開発者の処遇は、モチベーション施策と関わる。組織の効果を上げるためのインセンティ
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ブ・システム構築が多くの企業の関心事となっている。こうした人事施策の実行において、キャ

リア・ルートによる論点からの整理が重要であると本稿は主張したい。 

 より適切にモチベーションづける人事制度の構築は、より多重なルートをよりよく想定するこ

との目的とも合致する。満足要因・不満足要因を分離して考える際においては、企業が想定する、

あるいは提供できるキャリア・ルートとの乖離が研究開発者の不満足の要因となるとの見方もで

きるだろう。また、モチベーション施策は、キャリア開発の一環として考えられるが、以下でキャ

リア開発の視点について整理を行う。 

 

３．キャリア開発の視点について 

 Chartrand and Camp(1991)7)によれば、キャリア・ディベロップメントという言葉が使われ出し

たのは 1970 年代であるということである。それ以前は、occupational guidance などの用語が使わ

れていた。キャリア・ディベロップメントという言葉自体は、個々人がキャリアを自律的に発展

させるという意味と、組織が介入してキャリアを開発するという意味の 2 つのニュアンスで使わ

れている (谷田部、2004)8)。平野(2004)9)は、キャリア・ディベロップメントの訳語が、キャリア

開発、キャリア発展、キャリア形成という 3 つがあることを指摘している。平野は、「組織あるい

は個人からの能動的な働きかけ」を意味する場合には、キャリア開発、キャリア形成という言葉

を用いている。 

一方で、人的資源管理論や社会心理学を中心に、個人のキャリアの形成に組織が介入できるの

か、あるいは、できないのではないかという議論もあるのは確かである。だが、組織人になった

後、個人は組織からの影響を全く受けずにキャリアを形成することができるだろうか。実際に、

キャリア開発については組織からの影響の重要性を指摘したものや(高橋(2003)10)、自己の投資と

組織からの投資によって個人のキャリア開発の成果がいかに異なるかを実証したもの(若林, 

1988)11)、経営戦略と人的資源管理の関係を実証したもの(松山, 2005)12)などが存在する。さらに、

中石(1996)13)によると、日本では、キャリア開発において組織からの働きかけに重点が置かれす

ぎる嫌いがあったが、組織の論理と個人の論理の調和としてキャリアという概念が原義に近い形

で捉えられるようになっていると指摘している。本稿では、組織側が個人のキャリアの形成や志

向に何らかの影響を与えようとする意味を持たせるために、平野(2004)に依拠し、キャリア・ディ

ベロップメントをキャリア開発、あるいはキャリア形成として捉えることにする。 

 

Ⅲ．製薬企業の特殊性について 

１．医薬品の研究開発の重要性 

現代においては、いかなる企業においても研究開発活動は重要である。特に、医薬品企業にとっ

て決定的に重要なプロセスである。医薬品企業の売上高に占める研究開発費率は 8%台となり他



              研究開発人材のキャリア・ルートと人事管理             119 
 

の産業よりも高く(桑嶋・小田切、2003)14)、研究開発志向の産業であることが分かる。武田薬品

工業、アステラス製薬、第一三共、エーザイ筆頭に大手 10 社平均の売上研究開発費率は、15%を

上回っており(日本製薬工業協会, 2007)15)、知識集約型企業であることが示される。 

これほどまでに研究開発に注力するのは、医薬品企業の成長は、優れた医薬品の「タネ」にな

る化合物にかかっているからである。医薬品企業が成長を続けるためには、新薬候補となる化合

物を創製し続ける必要がある。特許期間中は、独占的利益を得られるが、特許が切れれば、後発

薬メーカーが大量に参入してくるため、元通りの売上は見込めなくなる。このため、特許切れの

製品の分の売上をカバーできるように絶えず、新薬を生み出し続けなければならない。 

近年では、政府の方針の一環として厚生労働省が、後発薬(ジェネリック薬)の普及促進に力を

入れ始めている。さらに、多額の研究開発投資を行い、強力な新薬を多数保有する海外の大手医

薬品メーカーが、日本に相次いで参入してきている。このために、新薬に注力しているメーカー

は、よりいっそう新薬開発のための研究開発に熱心になっている。では、次に具体的な研究開発

プロセスについて詳細に見ていきたい。 

 

２．医薬品の研究開発プロセス 

医薬品の研究開発プロセスは、図 2 のように進捗にあわせてステージごとに分けて考えるとわ

かりやすい。このプロセスは、製造、試験方法に対する法的な規制の影響もあり、各メーカーで

ほぼ同じプロセスで進められている。また、各段階では、一応の区切りがついており、担当する

研究者が変わったり、担当する部門が変わったりする。以下では、各段階について解説する。 

 

 
 
 

 

 

 

 

 

 

図２．医薬品の研究開発プロセス 田中(1994)16)より作成。 

 

まず、①探索研究は、基礎研究段階と位置づけられる。ここでは、非常に多くの化合物を合成

したり、探し出したりする。そして、疾患に対して何からの影響を与えることができる化合物を

特定すると同時に、その化合物に類似した構造を持つ化合物を大量に生成する。最終的に、この
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中で最もよく効きそうな化合物を探しだす。この段階の成果は、組織としての能力よりも研究者

の個人的な力量に依存している(桑嶋, 1999)17)。 

②前臨床試験から⑤臨床開発フェーズⅢまでは、開発研究と位置づけられる。この段階で、探

索段階の研究者から開発段階の研究者へと引き継ぎがなされる。前臨床試験では、化合物がどの

程度の量で効くのか、安全性は確保されているのか、毒性はどの程度なのかといったことを分析

する。この段階では、実際に人間に投与することはなく、動物や器官の一部を使用した実験を行

い、化合物の特性を見極める。 

③～⑤は、いわゆる「治験」と呼ばれる段階である。プロトコルと呼ばれる治験の計画書を作

り、それに沿って、治験を行う。実際に、人間に投与することで、効き目があるかどうか、副作

用が出ないかどうかを検証する。フェーズⅠでは、少数の健康な志願者に対して行う。フェーズ

Ⅱは、少数の患者に対して投与を行う。フェーズⅢでは、多数の患者に対して投与を行い有効性

や安全性の結果を得る。 

⑥申請では、治験の結果を添え医薬品としての有効性と安全性を確認してもらい、厚生労働省

に製造販売の許可を得る。厚生労働省では専門化による審査が行われ、その結果、承認が得られ

れば、薬価基準収載に掲載され、販売が可能になる。 

以上のような長い段階を経て、⑦上市に至る。すなわち、化合物は、新薬として市場に出るこ

とになる。⑥申請あわせて、1～2 年程度で発売される。 

ところで、医薬品企業における研究者とは、どのような人々を指すのであろうか。電機産業で

は、中央研究所所属する人々を研究者と呼んだりする。医薬品企業の場合には、探索段階の研究

者と開発段階の研究者らを研究開発人材とすることができる 18)。 

新卒採用の研究者は、①の基礎研究かあるいは②以降の開発研究のどこかに配属されることが

多いようである(若林ほか, 2007)。ただし、最初に配属された職場で勤務し続けるということはな

く、研究者としての寿命と言われる 40 歳を待たずして、適性を判断されて次々に新たな配属先に

移る。基本的には、どの企業でも、川上から川下へ移っていくようである。つまり、基礎研究に

従事していた研究者は、開発段階へ移っていく。そもそもそのようなキャリア・ルートを管理側

が期待しており、社内でも一般的であることから、研究者のキャリアの選択への影響も大きい。 

①探索研究から、最終的に発売されるまでの期間を合計すると最低でも 10 年程度の歳月が必要

である。長ければ、20 数年に及ぶ。つまり、仮に基礎研究を行っていた研究者が優れた化合物を

見つけ出しても、それが上市される頃には、会社を去っている可能性がある。また、基礎研究に

あたる研究者がある新薬候補の化合物を発見したとしても、それだけで化合物は発売できない。

開発段階を担う研究者らの努力とその後の臨床開発に投資する費用がきわめて大きい。さらに、

発売後の市場がどれだけの規模で見込まれるのか、処方する医師の考えは好意的なのかといった

社会的プロセス(原, 2002)19)を経て、販売までこぎ着けることができる。このために、研究者一人
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の成果に帰すことができるかどうか評価が難しいのである。他の産業で見られるように一つのす

ばらしいアイデア(化合物)がそのまま発売できるというプロセスではないのである。 

そして、そもそも、基礎研究段階で生まれてくる化合物のうち、最終的に発売できるのは、15622

分の 1 という確率である(日本製薬工業協会, 2007)。この成功率は、一貫して低下し続けており、

新薬研究の難しさを表している。他の業種では見られないような製品化の成功率の低さと、発売

までの長さのために、研究者は報奨金というインセンティブに敏感に反応するとは考えにくい。 

 

３．他産業の研究開発プロセスとの比較 

医薬品の研究開発プロセスは、先述したように特殊である。これは、他の産業と比較すればよ

りはっきりする。桑嶋(2007)20)は、自動車産業の研究開発と医薬品産業の研究開発を比較している。 

自動車の製品開発の場合、製品コンセプトが決定されてから、最終製品に至るまで何度も小さ

な変更が加えられる。そのような小さな変更は、設計段階でもあるいは開発段階が始まってから

も可能であるし、またそのような変更に柔軟に対応できること自体が競争優位の源泉として重要

である(藤本, 1997)21)。そして、最終的には、どんなに売れない車であっても発売することはでき

る(桑嶋, 2007)。 

ところが、医薬品の場合には、先に説明した②前臨床に入った段階で一つに決められた化合物

の構造は変化させることはできない。この後は、そのまま治験に入ってしまうのである。ゆえに、

この前に発売の見込みのない化合物は大量に落とされてしまう。また、安全性に問題がある医薬

品は絶対に発売できない。 

 

Ⅳ．結論と課題 

 キャリア・ルートのよりよい想定は、企業によるキャリア開発の効果を高めるはずである。そ

のために企業は、研究開発者のモチベーションをあげるためのキャリア・パスを用意する必要が

ある。医薬品の研究開発を語る上での重要な特徴は、研究成功率の著しい低さと研究成功までか

かる著しい時間と費用である。つまり、研究開発の成功率の低さと長期性、多額の費用を考えれ

ば、報奨金を得られるというのは、研究開発者にとってはあまり大きな誘因にはなりえない。特

許報酬を得ることは、製品化まであまりに時間がかかる。よって、研究テーマの自由な設定、プ

ロジェクト・マネージャーとしての地位、社外での研究発表機会、研修機会を増やすことが有効

な施策として働くだろう。研究開発者のアントレプレーナーシップ志向は低いとする調査 22)もあ

り、キャリア・ルートとしての、プロジェクト雇用ルートや技術移転ルートは有効なモチベーショ

ン施策となるかについては、たしかに未確定である。 

 本稿は主にキャリア・ルートの先行研究に基づく理論的な知見を提示したが、今後は実証研究

が求められる。以下では実証研究のために必要な調査のあり方について述べる。まず、研究者の
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個人の意識と、企業の人的資源管理施策の二つを見る必要があるだろう。製薬産業の特殊性を考

慮に入れたインセンティブ施策を検討するために、企業側からの視点と、研究開発人材側からの

二つの視点のすり合わせを行う必要がある。こうした探索的な検討を行う際は、定量的なデータ

の収集に加えて、定性的なデータの収集が有効であろう。例えば、Bailyn(1991)も、その探索的な

検討の過程で定性的なデータを活用しているようである。 

 なぜキャリア・ルートに多重性を見出す必要があるかという最も大きい理由は、研究開発人材

のモチベーション施策を有効なものとするためである。複線型人事制度の行き詰まりには、研究

開発人材を適切に処遇できなかったことに原因がある。組織の効果を高めるためにも、複線型人

事制度に変わるインセンティブ施策が必要とされているのである。しかしながら、現状として複

線型人事制度に変わる人事管理の施策の多くは、従来の理論と現実の乖離を確認している段階に

ある。この確認の後で人事施策は効果を上げることができるだろう。 

次に、キャリア・ルート研究にみられる限界についてまとめる。まず、多くのキャリア・ルー

トの研究は、年齢や能力に応じた明確なキャリア・チェンジを想定しきれていない。研究開発人

材の 40 歳定年説等の、年齢的な限界に関する問題は、従来までも検討されてきたが、多重性を示

すことに加えて、キャリア・チェンジの想定も今後は必要となるだろう。これは、これまでの研

究開発者の年齢に関する研究とキャリア・ルート研究の成果を統合させることにより解決策を見

出すことができるだろう。さらに、年齢に応じて研究開発人材が必要とするキャリア・ルートが

変遷するとすれば、これを記述するためのメカニズムの探索をするべきである。 
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